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食と花のみなとまち新潟市
○本州日本海側初の政令指定都市

平成１９年４月１日政令指定都市へ移行 人口約８１万人（８行政区）

○高速交通体系に優れた都市基盤
上越新幹線 高速道路（関越・
北陸・磐越・日本海沿岸自動車道）
国際空港（2500m滑走路）

新潟港（特定重要港湾）

○田園型政令指定都市
都市と田園地域の共存（食と花）
農業の生産が政令市で一位
【平成17年農業産出額】
新潟市685億円（全国2位）

うち米は395億円（全国1位）
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新潟市の製造業

平成17年の製造品出荷額は
約９２７２億円。

（政令市１６市のうち１２位）

１．食料品製造業（21.1％）

２．パルプ・紙（13.9％）

３．金属製品（12.2％）

４．化学工業（11.1％）

５．輸送用機械器具（8.1％）

事業所数

1337事業所。うち従業者が
100人以上の事業所は73
事業所（5.5％）

平成17年工業統計調査（経済産業省）
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新潟大学新潟大学 地域共同研究センター地域共同研究センター

産学官連携の実行部隊産学官連携の実行部隊産学官連携の実行部隊産学官連携の実行部隊

企業企業--大学間の仲人大学間の仲人
○センター長○センター長 11名名○ ンタ 長○ ンタ 長 名名

○副センター長○副センター長 22名名
○専任教員○専任教員 （教授１名，准教授（教授１名，准教授22名）名） 33名名
○産学官連携コーディネーター（文部科学省派遣）○産学官連携コーディネーター（文部科学省派遣） 11名名
○新潟市派遣職員○新潟市派遣職員 11名名
○○NEDONEDOフ ロフ ロ 00名名○○NEDONEDOフェローフェロー 00名名
○事務補助員○事務補助員 11名名
○客員教授○客員教授 88名名○客員教授○客員教授 88名名
○運営委員会委員○運営委員会委員 2222名名



新潟大学と新潟市の連携

●平成１７年６月３日包括連携協定
●新潟大学へ職員の派遣研修

○平成１７年４月より実施
前任者は２年間の派遣

○大学との協力関係を強化し，産学官連携
の推進により，地域活性化を図ることを目的
に派遣。
○新潟大学が所有する多くの知的財産を，
行政が抱える各種課題の解決に向けて，さ
らに効果的に活用していくことを確認。

新潟大学の包括連携協定

○地方自治体 新潟市・刈羽村
○金融機関 第四銀行・日本政策投資銀行



新潟大学と新潟市の連携事業

○技術相談員の派遣
新潟市が開催する技術相談に大学教員を派遣し，相談業務を実施
（毎週水曜日１３：００～１５：００）

○新潟エリア産学官連携協議会の設置
月に1度の全体会議を実施し，各団体の活動状況の情報交換や意見交換を行う
とともに，各種イベントの協力，企業訪問などを実施。
【構成メンバー】
新潟市，商工会議所（３），商工会（15），連合商工会，（財）にいがた産業創造機
構，県工業技術総合研究所，新潟大学地域協同研究センター，新潟薬科大学産官
学連携推進センター

○研究会の発足（公共交通研究会）
新潟市の政令市移行に伴い，区役所までの交通手段の確保として「区バス」が導
入されたが，利便性が高く，需要があり，一定の運賃収入が得られるような区バス
になるよう，大学，市，公共交通事業者が連携して研究会を発足。

○西区でアート；みゅーじっくろさき
新潟市西区役所と本学教育人間科学部芸術環境講座音楽科が連携して，音楽を
通して地域交流・まちづくりを目指すプロジェクト。今年度は６回の演奏会を実施。



新潟大学と新潟市の連携事業（２）

対象；小学６年生及び中学生

目的；理系離れが進んでいるとい
われる中，子どもにも興味を
持ってもらえるロボットを通じて
科学に親しんでもらい，将来，
にいがたから“未来の博士”が
誕生することを願って開催。

（財）新潟インダストリアルプロモーションセンターと
合同で講演会「これからのロボット」を開催。

講師；高橋智隆氏
（ロボ・ガレージ代表， ロボカップ世界大会2004～2007優勝）



新潟大学と新潟市の連携事業（３）

【ねらい】

新潟市は企業立地を重点施策に掲げる。

大学と市の密接な連携を強調し，企業の研究開発部門の誘
致を目指す。

新潟市の企業立地説明会と本学の研究シーズ発表
会「イノベ－ション・ブリッジ」を東京で同時開催

開催日：平成１９年１１月２２日
会 場：東京皇居前 パレスホテル
概 要：
13：00～研究シーズ発表会（大学）
16：00～企業立地説明会（市）
17：00～交流会
（新潟市の食材を使った料理でトップセールス）
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新潟大学と新潟市の連携事業（４）

新潟大学は１３の研究シーズのプレゼン発表を予定。
小間ブースによる展示で新潟大学の産学官連携の取組みをアピールし，
技術相談や共同研究による連携の促進を図る。
新潟大学の教育・研究成果のPR

新潟市が中心となって開催する「新潟国際ビジネス
メッセ２００７」の中に，産学官連携ゾーンを設けて研
究シーズの発表や展示発表を行う。

開催日：平成１９年１１月８・９日
会 場：新潟市産業振興センター

展示小間数：１８０
（国内企業１５０社，国外企業３０社予定）

ロシア，中国，韓国等の成長著しい

東アジアからの出展も多い。

目的：
新技術や新製品，ソフトウェア，サービスなど幅

広い分野で優れたビジネス提案を行う企業を募
集し，販路拡大や異業種交流，商談等のビジネス
チャンスを提供する。



新潟市派遣職員の活動内容

産学官連携業務の全般研修

・研究シーズ発表会等への出展準備

・地域懇談会・セミナー・講演会開催

・技術相談受付

産学官連携に関する研究会立ち上げ準備

ホームページの更新
（競争的研究資金応募関係ほか）

刊行物の作成
（センターパンフレット，年報など）

新潟市との連携事業の仲介

新潟大学新潟大学

地域共同研究センター地域共同研究センター 概要概要

Center for Cooperative Center for Cooperative 
ResearchResearch

Niigata UniversityNiigata University



地域共同研究センターの現在の課題

新たな産学官連携事業を企画していきたい。

研究会を自然発生的に立ち上げたい。

新潟の企業に研究シーズを使ってもらえてい
ない。
（県内企業との共同研究は２０％に満たない）

知財本部や事務部門（産学連携課）との意思
の疎通や連携が十分でない。一部の事務部
門と知財本部を地共センターに配置への動き。
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新潟市派遣職員としての
今後の活動と課題

産学官連携による「研究会」の発足

産学官連携に関する新規事業の立案

文部科学省の科学技術振興調整費課題の
「地域再生人材創出拠点の形成」の応募に向
けた企画立案

同様な立場の職員がいないことによる情報交
換や意見交換の不足




